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概 要

東日本大震災からの復興とその後の持続的な発展において、水産業復興の重要性は極めて高く、安定した水産
業経営体制をいかに構築するか、ということが重要な検討課題となっている。持続的な経営体制の構築にあたっ
て、水産業の地域別 (漁業協同組合別)経営効率を把握することは、今後の各種復興施策を講じる上重要であると
思われるが、従来は経営情報そのものが整備されていない状況であった。
震災後、「がんばる養殖復興支援事業」の実施に際してはじめて漁協別経営効率の把握が可能になった。岩手

県においては、大船渡、釜石、宮古の 3つの地域の漁協経営上の違いを明らかにし、これと今後のそれぞれの地
域の復興との関係を究明することが望まれている。とりわけ、従来から競争力のあると目されてきた広田湾とそ
れ以外 (釜石湾東部、釜石など)とを比較すること、それらの違いの要因が技術的なものであるのか、自然環境に
よるものであるのかを明らかにすることは今後の漁業政策で重要な課題である。
本稿は、「がんばる養殖復興支援事業」における漁協別計画の計画値を用い、これに包絡分析 (DEA)を適用

することによって、岩手県内の漁協単位の経営効率を明らかにすることを目的とする。
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1 はじめに

東日本大震災からの復興とその後の持続的な発展に

おいて、水産業復興の重要性は極めて高く、安定した

水産業経営体制をいかに構築するか、ということが重

要な検討課題となっている。持続的な経営体制の構築

にあたって、水産業の地域別 (漁業協同組合別)経営効

率を把握することは、今後の各種復興施策を講じる上

重要であると思われるが、従来は経営情報そのものが

整備されていない状況であった。

震災後、「がんばる養殖復興支援事業」の実施に際し

てはじめて漁協別経営効率の把握が可能になった。岩

手県においては、大船渡、釜石、宮古の 3つの地域の

漁協経営上の違いを明らかにし、これと今後のそれぞ
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れの地域の復興との関係を究明することが望まれてい

る。とりわけ、従来から競争力のあると目されてきた

広田湾とそれ以外 (釜石湾東部、釜石など)とを比較す

ること、それらの違いの要因が経営技術などの要因に

よるものであるのか、自然環境によるものであるのか

を明らかにすることは今後の漁業政策で重要な課題で

ある。

本稿は、「がんばる養殖復興支援事業」における漁協

別計画の計画値を用い、これに包絡分析 (DEA)を適

用することによって、岩手県内の漁協単位の経営効率

を明らかにすることを目的とする。

2 がんばる養殖復興支援事業の概要

以下、水産庁 (2012)に基づき、がんばる養殖復興支

援事業1の概要をとりまとめる。

「漁業・養殖業復興支援事業実施要綱（平成 23年 11

月 21日付け 23水管第 1818号農林水産事務次官依命

通知。以下「実施要綱」という。）第 3の 4に基づく

事業」であり、「5年以内の自立を目標とした共同化に

よる生産の早期再開と経営再建の取組に対して支援を

行うことにより、養殖業の復興を推進しようとするも

の」である。

事業内容 (抜粋)は以下のとおりである。

1) 事業実施者2は、認定養殖復興計画に基づき共同

化による養殖業の早期再開と経営再建に取り組

む養殖業者と、生産契約等を締結する3。

2) 事業実施者と生産契約等を締結した養殖業者（以

下「契約養殖業者」という。）は、共同化に取り

組む新たな生産体制による養殖生産を行う。

3) 事業実施者は、契約養殖業者に対し、生産費用

等算定基準 (以下「算定基準」 という。）に基づ

き、養殖生産に必要な費用を支払う。

4) この事業における養殖生産に必要な種苗、餌、燃

油その他資材及び器具・備品の取得に 必要な経

費並びに販売管理その他事業を行うために必要

な経費については、事業実施者が直接支払う。

5) この事業における養殖生産物は、全て事業実施

者に帰属するものとし、事業実施者はその管理

及び販売に関し、善良なる管理者の注意を以て

これを行わなければならない。

6) 事業実施者は、事業期間の終了後及び全ての事

業終了後、損益計算の結果を取りまとめ、 認定

養殖復興計画の参加者等に対して報告する。

3 分析モデルとデータについて

3.1 分析方法概説

DEA(Data Envelopment Analysis)は線型計画法を

用いた経営効率測定の方法論である。そこでは複数の

投入要素 (input)データと複数の生産物 (output)デー

タから生産可能集合を公理的に構築することを通じて、

個々の経営主体の経営効率を計測するものである。

本稿ではDEAモデルのうち規模の効率性が可変であ

ることを想定するBCCモデルを採用している。これは

DMUの規模と効率性との関係に注目しているためであ

る。また、inputについては価格を考慮せず、従って費

用効率性ではなく技術的な効率性にのみ着目する。この

場合には、outputの引き上げ可能性 (output oriented)

を見るか、inputの引き下げ可能性 (input oriented)を

見るかの違いが生じるが、ここでは後者を採用するも

のとする4。

3.2 カキ養殖

カキ養殖においては、殻付きカキとむき身カキの違

いに注意する必要がある。カキ養殖のデータとして、

以下のものを使用した (いずれも震災前の実績値とし

て報告されたものである)。

input 参加経営体数、施設台数

output 生産量 (kg)、単価（円/kg)

むき身カキ養殖については、11の漁協 (以下、DEA

においての用語法に従い、DMU:Decision Making Unit

1事業運営を受託している特定非営利活動法人 水産業・漁村活性化推進機構の web ページより各種資料が入手できる。なお、当該事業の
行政評価は http://www.maff.go.jp/j/budget/review/pdf/0391 sai.pdf より入手可能である。

2実施要綱第 3 の 4 の (1) に規定する「地域養殖復興協議会が選定した水産業協同組合等」をいう。
3ただし、事業実施者自らが、認定養殖復興計画に基づいて、共同化による養殖業の早期再開と経営再建に取り組む場合を除く。
4水産業に関して無制限に output を引き下げることが資源経済学的な観点から不可能と思われるために、このようにした。
5施設台数について筏式もしくは延縄式を区別した分析も実施したが、いずれかしか保有しない漁協が多く、input としては 0 または負の

値は認められないので、0 を 0.1 と置き換えて分析したとしても適切な効率値を得ることはできなかった。
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と称する)、殻付きカキについては 9のDMUのデータ

を用いた。表 5、表 6にデータの一覧を掲げる。

なお、養殖施設台数について、出村 (2012)を参考に、

以下の換算を行った5。

方式 1台換算

筏式 18.2m × 10.9m

延縄式 54.54m

3.3 ホタテ養殖

データは、カキ養殖と同様に以下を採用した。

input 参加経営体数、施設台数

output 生産量 (kg)、単価（円/kg)

4 分析結果

4.1 むき身カキ養殖

表 1にむき身カキ養殖の分析結果を示す。これより

以下のことが明らかとなった。

• No.1(広田湾漁協・米崎地域A)、8(大船渡市漁協

A)、10(大船渡市漁協 B)の３つのDMUでD効

率値が 1.0となった。

• D効率値の最も低いDMUは、No.2(三陸やまだ

漁協・山田湾地区)、5(三陸やまだ漁協・大沢地区)

であった。これらのDMUで効率値が低くなった

のは、この漁協が再建された団体であり、参加す

る経営体数が当該地域のほとんどの漁家である

こと (他のDMUでは参加経営体が地域の一部の

限られている)、また、生産量と生産額の規模が

少なめに申請されていること (他のDMUでは多

めに申請し、実績がそれを下回った場合の補助を

期待している)によるものと思われる。

• D効率値が 1.0でない DMUについて、アウト

プットに関するスラックの存在が確認された。

• 規模の経済性に関しては多くのDMUで 1.0、す

なわち若干の規模の不経済があることが読み取

れる6。No.9の広田湾漁協・気仙地域では規模の

経済性が負であり、規模の経済性が見られる。

4.2 殻付きカキ養殖

表 2に殻付きカキ養殖の分析結果を示す。これより

以下のことが明らかとなった。

表 1: 分析結果：むき身カキ養殖

上限 下限 生産量(kg) 販売単価(円/kg) 経営体数 養殖施設(台)

1 広田湾漁協(米崎地域A) 1.000 1.000 -∞ 29,409.00 2,332.89 4.00 16.33

2 三陸やまだ漁協(山田湾地区) 0.133 1.000 1.000 32,462.56 2,111.06 4.00 44.69

3 船越湾漁協 0.571 1.000 1.000 37,842.98 1,720.06 4.00 94.68

4 広田湾漁協(小友地域) 0.800 1.000 1.000 30,535.27 2,251.12 4.00 26.79

5 三陸やまだ漁協(大沢地区) 0.200 1.000 1.000 29,409.00 2,332.78 4.00 16.33

6 宮古漁協(宮古湾) 0.342 0.063 0.063 42,255.00 1,964.29 4.79 79.99

7 宮古漁協(津軽石) 0.400 1.000 1.000 36,509.62 1,816.83 4.00 82.29

8 大船渡市漁協A 1.000 0.025 -∞ 108,608.00 1,600.27 11.00 256.69

9 広田湾漁協(気仙地域) 0.866 -0.515 -0.515 37,152.00 2,007.99 4.33 64.81

10 大船渡市漁協B 1.000 1.000 -0.557 39,494.00 1,600.27 4.00 110.01

※ 網掛けは、D効率値について1以外、規模の経済性について負（規模の経済性あり）

スラックレス解で、outputの増加、inputの減少が見込める部分を示す

規模の経済性DM

U
漁協名 D効率値

スラックレス解

6DEA において、規模の経済性は上限値と下限値に挟まれた範囲で与えられる。この範囲が全体として正であるとき規模の不経済がある、
すなわち若干の規模縮小が効率性を向上させる、と考える。
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表 2: 分析結果：殻付きカキ養殖

上限 下限 生産量(kg) 販売単価(円/kg) 経営体数 養殖施設(台)

1 広田湾漁協(米崎地域) 1.000 0.930 -∞ 28,825.00 3,851.83 5.00 57.67

2 大船渡市漁協(赤崎地域清水地区) 1.000 1.000 -2.147 12,065.00 3,385.91 5.00 40.24

3 三陸やまだ漁協(織笠地区) 1.000 1.000 -0.278 18,066.00 1,874.90 12.00 25.16

4 三陸やまだ漁協(山田湾地区) 1.000 -0.964 -3.015 84,539.00 883.31 30.00 335.21

5 広田湾地域(小友地域) 1.000 0.896 -6.666 49,579.00 1,608.40 5.00 77.62

6 広田湾地域(気仙地域) 1.000 1.000 0.313 46,425.00 2,824.49 4.00 154.02

7 三陸やまだ漁協(大沢地区) 1.000 0.175 -∞ 112,612.00 2,440.00 70.00 81.78

8 釜石湾漁協(白浜浦地区) 0.251 0.936 0.936 29,150.00 2,815.35 4.78 75.12

9 広田湾漁協(気仙地域) 1.000 1.000 -26.067 46,425.00 2,824.49 4.00 154.02

※ 網掛けは、D効率値について1以外、規模の経済性について負（規模の経済性あり）

スラックレス解で、outputの増加、inputの減少が見込める部分を示す

スラックレス解DM

U
漁協名 D効率値

規模の経済性

表 3: 分析結果：ホタテ養殖

上限 下限 生産量(t) 販売単価(円/kg) 経営体数 養殖施設(台)

1 越喜来 1.000 -0.598 -7.327 433.00 288.44 26.00 419.00

2 唐丹町(ホタテガイ第2) 0.601 0.360 0.360 72.00 418.62 9.02 36.07

3 釜石東部 0.381 -1.119 -1.119 265.00 292.37 12.56 158.33

4 吉浜 1.000 -0.465 -∞ 441.00 296.73 30.00 382.00

5 三陸やまだ(山田湾地区) 0.186 0.227 0.227 132.30 391.04 5.58 80.27

6 三陸やまだ(大沢地区) 0.393 0.276 0.276 152.00 344.67 21.55 44.00

7 三陸やまだ(織笠地区) 0.412 0.373 0.373 65.00 454.51 4.95 44.12

8 新おおつち(吉里吉里) 1.000 1.000 -∞ 51.00 466.67 4.00 39.00

9 宮古(磯鶏・津軽石) 1.000 1.000 -8.253 4.00 383.50 4.00 13.37

10 船越湾 0.460 0.303 0.303 89.00 433.83 6.43 53.08

11 広田湾(米崎) 1.000 0.576 -7.681 239.00 286.91 6.00 140.00

12 釜石湾(平田) 0.627 -0.965 -0.965 285.00 300.58 21.32 158.55

13 新おおつち(大槌湾) 1.000 0.184 -19.071 257.00 317.09 34.00 66.00

14 唐丹町(A) 0.761 -1.997 -1.997 328.00 309.50 32.46 187.93

15 広田湾(南浜) 0.984 0.586 0.586 230.00 295.75 5.90 135.16

16 宮古(北部) 0.552 0.783 0.783 90.00 429.22 4.41 59.95

※ 網掛けは、D効率値について1以外、規模の経済性について負（規模の経済性あり）

スラックレス解で、outputの増加、inputの減少が見込める部分を示す

D効率値
規模の経済性 スラックレス解DM

U
漁協名

• No.8(釜石湾漁協・白浜浦地区)を除き、いずれ

の DMUでも D効率値は 1.0となった。生産量

に対して特に養殖施設数の規模が過大となって

いる。

• 多くのDMUで規模の経済性は、経済でも不経済

でもない中立的な状態となっている。No.6(広田

湾漁協・気仙地域)、8(釜石湾漁協・白浜浦地区)

では規模の不経済、No.4(三陸やまだ漁協・山田

湾地区)では規模の経済が認められる。

表 1と表 2とを比較すると著しい違いが明らかとなっ

た。これらの生産関数 (すなわち生産過程)が互いに異

なっていることを示すものである。

4.3 ホタテ養殖

表 3にホタテ養殖の分析結果を示す。これより以下

のことが明らかとなった。

• D効率値は DMUによって幅広くばらついてい

る。これはおそらくカキ養殖のものよりもDMU

数が多いことに起因するものであろう。

• 規模の経済性にも、正、負、中立と幅広くばらつ
いている。
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表 4: 三陸沿岸各地の相違点

宮古市 山田町 大槌町 釜石市 大船渡市 陸前高田市

6.宮古湾(0.3) 2.山田湾(0.1) 8.大船渡市A(1.0) 1.米崎(1.0)

7.津軽石(0.4) 5.大沢(0.2) 10.大船渡市B(1.0) 9.気仙(0.9)

3.船越湾(0.6) 4.小友(0.8)

3.織笠(1.0) 8.釜石(0.2) 2.赤崎(1.0) 1.米崎(1.0)

4.山田湾(1.0) 5.小友(1.0)

7.大沢(1.0) 6.気仙(1.0)

9.気仙(1.0)

9.磯鶴・津軽石(1.0) 5.山田湾(0.2) 8.吉里吉里(1.0) 2.唐丹町(0.6) 1.越喜来(1.0) 11.米崎(1.0)

16.北部(0.5) 6.大沢(0.4) 13.大槌湾(1.0) 3.釜石東部(0.4) 4.吉浜(1.0) 15.南浜(1.0)

7.織笠(0.4) 12.平田(0.6)

10.船越湾(0.5) 14.唐丹町(0.8)

備考

むき身カキとホタテに特

化。比較的効率が低い

（磯鶴・津軽石のホタテ

除く）。

幅広く生産。比較的効

率が低い（ただし殻付

カキを除く）。

ホタテのみに特化。比

較的効率が高い。

殻付カキとホタテ。やや

効率性が低い。

幅広く生産。比較的効

率性が高い。

幅広く生産。比較的効

率性が高い。

ホタテ

むき身カキ なし なし

なしなし殻付カキ

4.4 三陸沿岸各地の相違点

各地域の比較を表 4にまとめる。この表中で、むき

身カキ、殻付きカキ、ホテタのそれぞれについて、各

DMUを市町村別に分類し、合わせて D効率値を括弧

内に示している。これにより以下のことが分かる。

• D効率値には地域的な傾向差がみられる。すな

わち沿岸南部は比較的高く、沿岸北部は低い傾向

にある。

• また地域により３つの品目を広く生産する地域、
特定品目を生産する地域など方針の差が見られ

る。こうした違いが D効率にどのように影響を

及ぼしているのか、興味深い。

5 結論と今後の課題

本研究によって得られた結論は以下のとおりである。

• 限定されたデータ (がんばる養殖復興支援事業に

おける復興計画の一部)ではあるが、漁業協同組

合別品目別の経営効率を明らかにすることが出来

た。これは被災地域の養殖業全体の経営改善を行

なっていくための経営情報 (生産関数・費用関数

計測のための準備情報)と考えることができる。

• 地域別に経営効率の傾向的な違いが見られるこ
とが明らかとなった。おそらく自然要因が影響し

ているものと考えられる。

今後の研究課題は以下のとおりである。

• DMU 別経営効率の仔細な解釈を行う必要があ

る。D効率値が高いことは機械的に直ちに投入

要素を引き下げることができることを意味せず、

更なる要因分析を必要としている。すなわち、本

稿は主に技術的・自然要因から D効率値を解釈

したが、たとえば人的・組織的要因が D効率値

に影響を与えているかどうか、また影響を与え

ているとすればなぜなのか、あるいはそれをど

うやって特定するかの検討も必要である7。

そのために現地の実態調査の結果との照合、あ

るいは追加調査の実施が必要となろう。

• データとして採用した input、output値の検討。

今回の分析では最小限の情報しか活用出来なか

った。

• 規模の経済性、あるいは合併の効率性 (サイズ効

率性)のより詳細な分析。これは長期的な漁協経

営のあり方を考察する上で必要である。これは

人的・組織的要因の分析にも関わるであろう。

• 震災前データと震災後の復興過程におけるデー
タの整合性検証が必要である。震災後の自然条

7自然的な要因ではなく、人的・組織的要因が大きい場合には、D 効率を一種の経営目標値として取り扱うことは可能である。
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件、経済条件が震災前のそれと異なっている可能

性があり、また養殖業復興計画自体も見直されて

きていることを考慮する必要がある。

• 本研究の方法論を被災地域の養殖産業あるいは
水産業全体に適用可能であるかどうか検証する

こと。これにより水産業を基幹産業とする経済

復興の成功の可否が判定されることになり、復興

過程の長期展望も可能になるだろう。

• 地域間比較、あるいは養殖業全体の包絡分析の
可能性。被災地域との比較も含む。
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A データ

表 5: データ：むき身カキ養殖

生産量(kg) 生産額（千円) 販売単価(円/kg) 経営体数 養殖施設(台)

1 広田湾漁協(米崎地域A) 29,409 68,608 2,333 4 16.33

2 三陸やまだ漁協(山田湾地区) 4,670 4,670 1,000 30 335.21

3 船越湾漁協 17,275 29,714 1,720 7 228.27

4 広田湾漁協(小友地域) 22,968 24,805 1,080 5 33.49

5 三陸やまだ漁協(大沢地区) 19,800 24,805 1,253 70 81.78

6 宮古漁協(宮古湾) 42,255 63,908 1,512 14 233.96

7 宮古漁協(津軽石) 31,858 49,218 1,545 10 205.72

8 大船渡市漁協A 108,608 173,802 1,600 11 256.69

9 広田湾漁協(気仙地域) 37,152 74,601 2,008 5 236.52

10 大船渡市漁協B 39,494 63,201 1,600 4 110.01

DM

U
漁協名

output input

表 6: データ：殻付きカキ養殖

生産量(kg) 生産額（千円) 販売単価(円/kg) 経営体数 養殖施設(台)

1 広田湾漁協(米崎地域) 28,825 111,029 3,852 5 57.67

2 大船渡市漁協(赤崎地域清水地区) 12,065 40,851 3,386 5 40.24

3 三陸やまだ漁協(織笠地区) 18,066 33,872 1,875 12 25.16

4 三陸やまだ漁協(山田湾地区) 84,539 74,674 883 30 335.21

5 広田湾地域(小友地域) 49,579 79,743 1,608 5 77.62

6 広田湾地域(気仙地域) 15,475 43,709 2,824 4 154.02

7 三陸やまだ漁協(大沢地区) 112,612 274,773 2,440 70 81.78

8 釜石湾漁協(白浜浦地区) 29,150 65,259 2,239 19 298.86

9 広田湾漁協(気仙地域) 46,425 131,127 2,824 4 154.02

DM

U
漁協名

output input

表 7: データ：ホタテ養殖

生産量(ｔ) 生産額（千円) 販売単価(円/kg) 経営体数 養殖施設(台)

1 越喜来 433 124,894 288 26 419

2 唐丹町(ホタテガイ第2) 72 20,338 282 15 60

3 釜石東部 265 77,162 291 33 416

4 吉浜 441 130,860 297 30 382

5 三陸やまだ(山田湾地区) 132 38,416 290 30 432

6 三陸やまだ(大沢地区) 152 38,436 253 70 112

7 三陸やまだ(織笠地区) 65 22,396 345 12 107

8 新おおつち(吉里吉里) 51 23,800 467 4 39

9 宮古(磯鶏・津軽石) 4 1,534 384 4 13

10 船越湾 89 33,354 375 14 116

11 広田湾(米崎) 239 68,571 287 6 140

12 釜石湾(平田) 285 81,853 287 34 253

13 新おおつち(大槌湾) 257 81,493 317 34 66

14 唐丹町(A) 328 99,782 304 114 247

15 広田湾(南浜) 230 64,660 281 6 180

16 宮古(北部) 90 33,710 375 8 118

inputDM

U
漁協名

output
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B DEA概説

Ray(2004)に基づき DEAの概説を行う。

B.1 生産可能集合

包絡分析法は生産可能集合 (production possibility

set:pps)、T に関する以下の公理体系に立脚している。

1. (xi,yi) ∈ T、ただし、xiとyiは実際に観測され

たサンプル8であり、それぞれ投入ベクトル、産

出ベクトルをあらわす。

2. (xa,ya), (xb,yb) ∈ T ならば、(x,y) ∈ T、ただ

し、x = λxa+(1−λ)xb、y = λya+(1−λ)yb、

0 ≤ λ ≤ 1である (凸性)。

3. (xo,yo) ∈ T, x ≥ xo ならば、(x,yo) ∈ T

4. (xo,yo) ∈ T, y ≤ yo ならば、(xo,y) ∈ T

この公理体系から生産可能集合 T は以下のように記

述できることがわかる9。

T =


(x,y) x ≥

n∑
i=1

λixi, y ≤
n∑

i=1

λiyi,

n∑
i

λi = 1, λi ≥ 0

 (1)

B.2 生産関数と費用関数

生産関数 f は生産可能集合 T を用いて以下のように

記述される (Output Oriented)。

f(x) = max θy

s.t. (x, θy) ∈ T (2)

あるいは (Input Oriented)、

f−1(y) = minφx

s.t. (φx,y) ∈ T (3)

費用関数 TCは生産可能集合 T を用いて以下のよう

に記述される (本稿では使わない)。

TC(y,w) = minw′x

s.t. (x,y) ∈ T (4)

実際の分析に際しては、線型計画法が用いられる10。

 

0.0～1.0 

1.0～ 

投入量 

産出量 

出所：筆者作成

図 1: DEAの概念図

図 1は DEAの簡単な模式図である。各データは投

入要素と産出要素の組として表示され、図中では灰色

の点で示される。これらの一部を用いて凸包が張られ、

これが生産フロンティアとみなされる。生産フロンティ

ア上の各点 (Desicion Making Unit : DMU）の技術的

効率性 (D効率値）は投入指向においても、産出指向

においても 1.0となる。凸包の内側にある DMUは非

効率であるとみなされ、D効率は投入指向の場合には

1.0よりも小さい値、産出指向の場合は 1.0よりも大き

い値となる。

B.3 規模の経済性

上に示したモデルにおいて規模に関する収穫一定を

仮定したものは CCR(Charnes, Cooper and Rohdes)

モデルと呼ばれる。これは T に関して以下の公理を追

加したものである。

5 (xo,yo) ∈ T, k ≥ 0ならば、(kxo, kyo) ∈ T

8DMU(Desision Making Unit) と呼ばれる。
9BCC(Banker, Charnes and Cooper) モデルと呼ばれる。実際には「真」の生産可能集合は T の外側に広がっている可能性がある。

10本研究においては、GNU Linear Programming Tool Kit と呼ばれる C 言語ライブラリを用い、プログラムを作成した。
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生産可能集合は以下のようになる11。

T =

 (x,y) x ≥
n∑

i=1

λixi, y ≤
n∑

i=1

λiyi,

λi ≥ 0

 (5)

本稿は既述のようにCCRモデルではなくBCCモデ

ルを用いている。そのため、規模に関する収穫は一定

ではなく、規模の経済性を計測することが可能である。

規模の経済性は BCCモデルにおいて双対問題を解

くことによって得られる。まず input orientedのBCC

モデルに関する主問題を式 (6)に示す。

min θ

s.t. θxo ≥
n∑

i=1

λixi, yo ≤
n∑

i=1

λiyi

n∑
i

λi = 1, λi ≥ 0 (6)

上の問題に関する双対問題を式 (7)に示す。

max z = utyo − u0

vtxo = 1

∀i = 1, · · · , n, −vtxi + utyi − u0 ≤ 0

u,v ≥ 0 (7)

式 (7)中の u0が負である場合、規模を拡大した方が

生産性が高くなるため、規模の経済性があると判断さ

れる。逆に u0が正である場合、規模を縮小した方が生

産性が高くなるため、規模の不経済があると判断され

る12。

なお、式 (7)中の u0は一般にはユニークに決定され

ないため、更にその上限と下限を求める必要がある。

また DMUによっては上限と下限の符号が一致しない

場合、あるいはいずれかが不定 (本稿では∞と表現)

となる場合もある。

11
∑n

i
λi = 1が消えていることに注意。なお、サイズ効率性の計測の場合は、同じ部分が

∑n

i
λi = α(α > 1は整数)に変わる。Ray(2004)

を参照のこと。
12刀根 (1993) ではそれぞれ規模の効率性が増加型、減少型と表現されている。
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